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健康経営優良法人へ申請・認定のフロー
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健康経営優良法人への申請・認定フローの全体像は以下の通り。

申請・認定フロー

経営優良法人の認定フロー

中小規模法人

国保組合、共済組合、その他に加入している事業者（＊2）

日本健康会議が健康経営優良法人を認定

「健康経営優良法人（中小規模法人部門）認定申請書」をダウンロードし、自社の取り組み状況を記載のうえ、アップロード。

申請内容に基づき審査

＊1：協会けんぽ、健康保険組合に加入している場合は、加入している保険者が実施している健康宣言事業への参加が必要です。
＊2：国保組合、共済組合、その他の保険者に加入している場合は、加入している保険者に健康宣言事業実施の有無について、お問合せください。なお、加入している保険者が健康宣言事業を実施していない場合
は、各自治体が実施する健康宣言事業への参加、あるいは、自社独自の健康宣言の実施をもって代替可能です。

【申請〆切】 2026年10月16日（金）17時

「ACTION！健康経営」ポータルサイトより申請申込ページへ

認定委員会において審議

全国健康保険協会（協会けんぽ）、健康保険組合に加入している事業者（＊1）

健康宣言事業への参加 実施有 実
施
無

保険者での健康宣言事業実施有無の確認

出所：ACTION!健康経営 経営優良法人の認定フローを一部改変
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⚫ 申請書の入手から提出までの流れは以下になります。

※【過去に申請したことがある法人のみなさま】
ご担当者宛てに申請サイトのURL、ID・パスワードの案内メールをお送りしています。そのままStep3にお進みください。

申請書の入手・提出方法

Step4

Step3

Step2

Step1

ポータルサイトからID発行サイトにアクセス※

健康経営優良法人認定事務局ポータルサイト「ACTION!健康経営」のリンクから、ID発行サイトにア

クセス
ポータルサイト「ACTION!健康経営」ページURL：

ACTION！健康経営｜ポータルサイト（健康経営優良法人認定制度）

ID発行サイトで貴法人情報の登録※

ID発行サイトで法人番号、法人名、メールアドレスなどを登録
ID発行サイトURL：https://kenko-keiei.jp/newid/

申請サイトで申請書ファイルをダウンロード

＜受付開始：令和8年8月17日（月）＞
登録したメールアドレスに申請サイトのURL・ID・パスワードが届くので、申請サイトにアクセスし、申請書のExcel
ファイルをダウンロード

申請サイトで申請書ファイルをアップロード
＜受付締切：令和8年10月16日（金）17時＞
必要事項を入力後、再度申請サイトにアクセスし、申請書のExcelファイルをアップロード
※10月26日(月)中（申請受付締切の6営業日後）にご担当者
メールアドレス宛てに事務局から受領確認メールをお送りします。

＜申請サイト＞

＜ID発行サイト＞

＜健康経営優良法人認定事務局ポータルサイト＞

https://kenko-keiei.jp/
https://kenko-keiei.jp/
https://kenko-keiei.jp/newid/
https://kenko-keiei.jp/newid/
https://kenko-keiei.jp/newid/
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健康経営優良法人に必要な認定要件と変更点
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健康経営優良法人の認定要件として以下2点の評価項目名の変更を行っていますが、認定要件数には変更はありません。

認定要件の変更

認定要件の変更

「適切な働き方実現に向けた取り組み」の評価項目名称を「ワークライフバランス
の実現に向けた取り組み」に変更

「長時間労働者への対応に関する取り組み」の評価項目名称を「長時間労働の
予防と事後対応」に変更

1

2
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認定要件

大項目 中項目 小項目 評価項目
認定要件

小規模法人特例 中小規模法人部門

１．経営理念・方針 健康宣言の社内外への発信及び経営者自身の健診受診 必須

２．組織体制
健康づくり担当者の設置 必須

(求めに応じて)40歳以上の従業員の健診データの提供 必須

３
．
制
度
・
施
策
実
行

⑴従業員の健康課題の把握と
必要な対策の検討

健康課題に基づいた具体的な目標の設定 健康経営の具体的な推進計画
健康経営の具体的な推

進計画～
左記③のうち
2項目以上

必須

健康課題の把握

①従業員の健康診断の実施(受診率実質100％)
左記①～③
のうち

2項目以上 ブ
ラ
イ
ト
５
０
０
・
ネ
ク
ス
ト
ブ
ラ
イ
ト
1

０
０
０
は

左
記
①~

⑰
の
う
ち
16

項
目
以
上

②受診勧奨の取り組み

③50人未満の事業場におけるストレスチェックの実施

⑵健康経営の実践に向けた
土台づくり

ヘルスリテラシーの向上 ④管理職または従業員に対する教育機会の設定

左記④～⑩
のうち

2項目以上

左記④～⑩
のうち

2項目以上

ワークライフバランスの推進
⑤ワークライフバランスの実現に向けた取り組み

⑥仕事と育児または介護の両立支援の取り組み

職場の活性化 ⑦コミュニケ－ションの促進に向けた取り組み

仕事と治療の両立支援 ⑧がん等の私病に関する復職・両立支援の取り組み(⑮以外)

性差・年齢に配慮した職場づくり
⑨女性の健康保持・増進に向けた取り組み

⑩高年齢従業員の健康や体力の状況に応じた取り組み

⑶従業員の心と身体の健康
づくりに関する具体的対策

具体的な健康保持・増進施策

⑪保健指導の実施または特定保健指導実施機会の提供に関する取り組み

左記⑪~⑰
のうち

2項目以上

左記⑪~⑰
のうち

４項目以上

⑫食生活の改善に向けた取り組み

⑬運動機会の増進に向けた取り組み

⑭長時間労働の予防と事後対応

⑮心の健康保持・増進に関する取り組み

感染症予防対策 ⑯感染症予防に関する取り組み

喫煙対策
⑰喫煙率低下に向けた取り組み

受動喫煙対策に関する取り組み 必須

４．評価・改善 健康経営の取り組みに対する評価・改善 必須

５．法令遵守・リスクマネジメント（自主申告）※誓約書参照
定期健診を実施していること、50人以上の事業場においてストレスチェックを実施していること、労
働基準法または労働安全衛生法に係る違反により送検されていないこと、等 必須
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小規模事業者向け特例認定

⚫ 健康経営優良法人（中小規模法人部門）においては、2025認定より、中小規模法人の中でも特に小規模な事業者に
対して、自社課題を踏まえて優先度の高い健康経営の取り組みに注力いただきたいとの方針のもと、特例制度を設けており
ます。なお、本特例制度については、試験的導入であり、3年以内での見直しを想定しております。

⚫ なお、健康経営優良法人（中小規模法人部門）小規模事業者向け特例の対象法人の要件は以下の通りです。
※小規模事業者向け特例の対象法人は、当申請Q2およびQ4の回答内容で自動判定されます。

評価項目「④管理職または従業員に対する教育機会の設定」
～「⑩高年齢従業員の健康や体力の状況に応じた取り組み」

評価項目「⑪保健指導の実施または特定保健指導実施機会の提
供に関する取り組み」～「⑰喫煙率低下に向けた取り組み」

評価項目「①従業員の健康診断の実施」～「③50人未満の
事業場におけるストレスチェックの実施」

健康経営の具体的な推進計画

評価項目

3-1

3-2

3-3

2項目以上

2項目以上

4項目以上

必須項目

小規模特例認定要件

（7項目中）2項目以上

（8項目中）2項目以上

（4項目中）2項目以上

認定要件

法人格 業種 常時使用する従業員数

会社法上の会社等

卸売業 5人以下

小売業 5人以下

サービス業 5人以下

製造業その他 20人以下

会社法上の会社等以外の法人 5人以下

小規模事業者向け特例によって認定された法人については、原則、健康経営優良法人（中小規模法人部門）の認定と同様に扱い、認定ロゴマークについても健康経営優良法人（中小規模法人部
門）と同一となります。ただし、認定法人の公表時には特例要件での認定がわかる形での公表となります。

⑵健康経営の実践に
向けた土台づくり

⑶従業員の心と身体の健康
づくりに関する具体的対策

⑴従業員の健康課題の把握
と必要な対策の検討
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ブライト500・ネクストブライト1000の認定に必要な評価項目数は16項目以上なります。この条件を満たしたうえで、以下の配
点ウェイトに従って取り組み内容を評価し、上位500位をブライト500、501位～1500位をネクストブライト1000に認定します。

ブライト500・ネクストブライト1000の認定要件

ブライト500認定設問の項目/配点ウェイト/内容

# 設問項目 各項目で問いたい内容

1

3

6

経営者・役員の関与の度合い

PDCAに関する取り組み状況

健康経営の取り組みに関する外部からの依
頼による発信状況

健康経営に関して経営トップが関与している内容を問うと共に、経営方針・理念をもとに
健康経営の方針やそれに紐づく戦略マップやKGIを定めているかどうかを問う

健康経営の推進方針を検討するにあたり、昨年度まで実施した健康経営の施策ににつ
いて、どのように評価・改善を行っているかを問う

5
健康経営の取り組みに関する自社からの
発信状況

「健康経営」という文脈で自社から行った情報発信の内容、特に戦略マップや指標の開
示を問う

「健康経営」という文脈で外部からの依頼を受けて行った情報発信の内容とその回数を
問う

健康経営の組織への浸透に向けた取り組み 健康経営の従業員への浸透を図るためにどのような取り組みをしているかを問う2

健康経営の推進による企業の
健康風土の把握

健康経営の推進により社内に蓄積する定性的な効果や風土の変化をどのように把握し
ているかを問う

4

配点ウェイト

20 

35

5 

10 

10 

20
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主な設問の変更点

通常認定にかかる設問
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設問の設置趣旨・適合基準並びに回答必須設問については変更はありませんが、任意回答の設問として経営者役員の健診
実施・把握状況を問う設問を追加しています。認定には関連しませんが、アンケートとして回答をお願いします。

【経営者自身の健診受診】（申請書：Q7）

○設置趣旨
経営者本人が率先して従業員の行動規範になるべきことから、経営者自身の健康管理の状況を問うものである。

○適合基準
経営者自身が、年に1回定期的に健康診断を受診していること。

【任意回答の設問】

健康経営推進企業の実態把握のため、可能な限り
回答いただくようお願いします。
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設問の設置趣旨・適合基準並びに問うている内容に変更はありませんが、回答形式を変更しています。対象年度における健診
の受診義務がある対象者数と実際に健診を受診した従業員数を記載ください。

【従業員の健康診断の実施（受診率実質100％） 】（申請書：Q11 ）

○設置趣旨
本項目は、組織または部署・部門ごとの従業員の健康課題を把握し、必要な対策を講じるための前提として、従業員の定期健康診断の受診が徹底できてい
るかを問うものである。

○適合基準
本項目は、以下①または②のいずれかを満たすことをもって適合とする。
① 労働安全衛生法に基づく定期健康診断の受診率が100％であること。
② 労働安全衛生法に基づく定期健康診断における直近の受診率が95％以上

（ただし、対象者が20人未満の場合は、未受診者1人以下）であり、未受診
者に対して、早期に受診するように適切な受診勧奨を行っていること。

↑※受診率が100%未満95％以上
（ただし、対象者が20人未満の場合は、未受診者1人以下）の場合にはSQ1にも回答

従業員の状況 対応

健康診断実施期間前・中に退社 (x)健診受診対象年度の従業員数に含めない

健康診断実施期間後に退社 (x)健診受診対象年度の従業員数に含めない

年度中に入社
除外不可、定期健診または雇入時健診を受診していれば(y)健診
受診者数に入れる

年度を通して海外赴任
(x)健診受診対象年度の従業員数に含めない
（一時帰国等で健診受診が可能ならば除外不可）

年度を通して休職（育児・介護・
傷病等）

(x)健診受診対象年度の従業員数に含めない（休職復帰次第受
診が必要）

年度中に妊娠
除外不可（一部項目省略可だが受診自体は必要）。ただし、主
治医や産業医と相談し「受診不可」と判断された場合は、その限りで
はない。

特定業務従事者等で6カ月に1回
受診が必要

法令上必要な回数受診をした場合にのみ、(y)健診受診者数に入
れる

週の所定労働時間が正社員の
3/4未満

法令上実施義務が無いため、原則(x)健診受診対象年度の従業
員数に含めない

その他健康診断の実施義務が無
い従業員

(x)健診受診対象年度の従業員数に含めない
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昨年度まで適切な働き方の実現として問うてきた「労働時間の適正化」は長時間労働対策の設問と統合を行ったことに伴い、
本設問も更新。休暇の取得促進、柔軟な働き方の実現のいずれかの取り組みを行っていることをもって適合となります。

【ワークライフバランス実現に向けた取り組み】（申請書：Q16）

○設置趣旨
本項目は、従業員のモチベーション向上や組織の活性化のため、従
業員のワークライフバランスを維持・改善させる取り組みを行っているか
を問うものである。

○適合基準
本項目は、組織として時間外勤務の縮減や有給休暇取得の促進
等、適切な働き方実現に向けた環境づくりとして休暇の取得促進、
柔軟な働き方の実現のいずれかの取り組みを継続的に行っていること
をもって適合とする。
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長時間労働の事後対応だけでなく、その予防に向けた取り組みを問う設問に改定。今年度は長時間労働の予防と事後対応の
いずれかを実施することで評価項目適合となりますが、次年度からは両方の取り組みを実施していることをもって適合となります。

【長時間労働の予防と事後対応】（申請書：Q27）

【ポイント】
• 労働時間の適正化の取り組みが超過勤務時間の把握のみであり、
改善に向けた取り組みが見られない場合は不適合

• 過重労働防止に向けた数値目標・計画の策定や、過重労働防
止に関する研修・情報提供については、本項目では評価しない。
（他の評価項目において評価）

• 長時間労働者がいない場合は、具体的な対応策を予め策定して
いることをもって適合とする。

○設置趣旨
本項目は、経営者および人事・労務担当者が、従業員の超過勤務
状況を把握し、長時間労働者に対する具体的な対策を行っているか
を問うものである。

○適合基準
本項目は、従業員の労働環境を踏まえ、労働時間の適正化に向けた
継続的な取り組み、もしくは、長時間労働者が発生した場合（管理職を
含む）の本人の過重労働防止に向けた具体的な対応策を行っているこ
とをもって適合とする。

（長時間労働者＝ 超過勤務時間が月80時間を超える者、あるいは月80時間未満で
自社で定めた基準を超える者）
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主な設問の変更点

ブライト500認定設問
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健康経営方針を問うQ36のSQでは回答形式を変更しています。SQ1では健康経営の推進方針を、SQ2では健康経営の目
標と目標達成に向けた達成指標（KGI）を指標、目標値、達成年度に分けて回答ください。

ブライト500認定設問（申請書：Q35）

◆「経営者・役員の関与の度合い」の設問

企業のビジョンや理念の実現に向け、健康経営を通じて実現したい方針
を記載ください。

その際、自社が健康経営を行うことで従業員がどんな状態になることを目
指すのか、従業員の状態によって自社の事業がどうなることを目指すのかを
記載してください。

健康経営の推進方針実現のために達成する目標を記載ください。

その際、SQ1の方針と目標の記載に齟齬がないよう注意ください。

健康経営の目標達成状況を確認するための指標・目標値・達成年度を
記載ください。

その際、目標値は客観的に測定できる数値を記載ください。
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健康経営の組織への浸透に向けた取り組みを問うQ36についても回答形式の変更を行っています。上段では従業員の理解・浸
透を促進取り組みを、下段ではその取り組みの結果、どの程度、理解・浸透が進んだかを確認する方法を問うています。

ブライト500認定設問（申請書：Q36）

◆「健康経営の組織への浸透に向けた取り組み」の設問
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主な設問の変更点

その他



Copyright (C) 2026 The Japan Research Institute, Limited. All Rights Reserved.19

今年度から新たに、政策的観点から法人への取り組みを促したい以下「1」～「4」のテーマについて、先進的かつ実効的な取り組
み内容を収集し、中小規模法人40社を選定し公表する予定です。
実施内容、創意工夫、取り組みの実施結果（前後の変化）を伺います。
また、くるみん・えるぼし、スポーツエールカンパニー、食育優良実践法人等の他省庁の認定取得を加点要素として伺います。

ベストプラクティス選定（申請書：Q54）
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（参考）ベストプラクティスの選定フロー・選定方法

出所：経済産業省 健康経営推進検討会 資料2 経済産業省 資料（今年度施策及び調査等の方向性について）より引用
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申請・回答にあたっての注意事項・よくある間違い
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⚫ 複数の選択肢を選択する設問において、「取り組みを実施している」選択肢と、「特に行っていない」選択肢を同時に選択しな
いようご注意ください。

⚫ 同時に選択した場合、要件不適合となります。

回答ルール

「何らかの取り組みを実施している」選択肢と、「特に行っていない」の選択肢を同時に選択した場合、
要件不適合となります。
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⚫ 法人名の記載欄には「株式会社」等の法人格を含む正式名称を正しく記載ください。㈱等の略語や不要なブランクは記載し
ないでください。

⚫ 市区町村を記載する場合、“郡“や東京23区以外の“区“の記載は不要となります。

法人情報の記載方法

法人名

➢ 「株式会社」等の法人格を含む正式名称を記載ください。
㈱等の略語や不要なブランクは記載しないでください。

本社住所

➢ “郡“や東京23区以外の区の記載は不要となります。
例）大阪市“●●区“→「大阪市」
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⚫ 地方公共団体向け特例での申請を行う場合、範囲に含まれる部署名を記載してください。

⚫ 首長が所管する一部組織のみの申請はできません。

地方公共団体向け特例での申請方法

範囲に含まれる部署名を記載してください。
首長が所管する一部組織のみの申請はできません。

「2」を選択してください
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⚫ 誓約書には、誓約日、誓約者、従業員代表の全てを記載ください。

⚫ 特に誓約日の記載がない申請書が散見されます。申請書アップロード前に必ずご確認ください。

誓約事項の記載方法

誓約日
➢ 誓約日は申請期間中の日付を必ず記載ください。
日付が申請開始前及び申請締め切り後の場合、
認定されません。

➢ 誓約日の記載がない申請書が散見されます。
申請書アップロード前に必ずご確認ください。
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⚫ 加入保険者の記載にあたっては、正式名称で正確にご記載ください

⚫ 「●●健保」等の略称は記載しないでください。

加入保険者の記載方法

「２.健康保険組合」を選択した場合
➢ 組合名は「●●健保」等の略称記載はせず、

「●●健康保険組合」等正式名称を記載ください。
➢ 組合名及び連合会名、保険者番号を記載ください。

連合会名が不明の場合には加入保険者に
確認ください。

「3.国民健康保険組合(土木建築国保 等)」
 「4.共済組合、その他」 を選択した場合
➢ 正式な組合名を記載ください。
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⚫ 自治体と保険者が共同で健康宣言事業を運営している場合は、選択肢1「申請日時点で加入している保険者が実施する
健康宣言事業に参加している」を選択ください。

⚫ 健保組合加入の場合、健康保険組合が所在する健康保険組合連合会 各都道府県連合会が運営する健康宣言事業へ
の参加が必要となる場合があります。

健康宣言の社内外への発信及び経営者自身の健診受診（1/2）

加入している健康保険組合に確認したが、「健康宣言事業は
行っていない」と言われた場合
➢ 健康保険組合に加入している場合は、健康保険組合が所在する健康保険組合

連合会 各都道府県連合会が運営する健康宣言事業への参加が必須になります。
➢ 加入している健康保険組合を通して、健康保険組合連合会 各都道府県連合会

が実施する健康宣言事業への参加方法をご確認ください。
➢ なお、自社独自宣言しか行っていない場合は不認定となります。

自治体と保険者が共同で健康宣言事業を運営している場合
➢ 自治体と保険者が共同で健康宣言事業を運営している場合、自治体独自の健

康宣言事業ではなく保険者で実施する健康宣言事業に参加している扱いになりま
す。

➢ そのため、選択肢1「申請日時点で加入している保険者が実施する健康宣言事業
に参加している」を選択ください。

◆健康宣言実施の実施に関する適合フロー
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⚫ 「自治体独自の健康宣言事業に参加している」、「自社で独自に健康宣言を実施している」が認められるのは協会けんぽ、
健康保険組合以外の保険者に加入しており、なおかつ加入保険者が健康宣言事業を実施していない場合に限られます。

⚫ 自社独自の健康宣言の内容を記載する場合、SQ3で選択した内容が含まれるよう記載してください。

健康宣言の社内外への発信及び経営者自身の健診受診（2/2）

⚫ 「3（保険者が健康宣言を実施していない場合）自治体独自の健
康宣言に参加している」

⚫ 「４（保険者が健康宣言を実施していない場合）自社で独自に健
康宣言を実施している」

を選択できる場合

➢ 協会けんぽ、健康保険組合 以外の保険者に加入している。
➢ なおかつ加入保険者が健康宣言事業を実施していない.

自社独自の宣言を行っている場合、SQ4.自社独自での健康宣言の内容にはSQ3で選
択した内容が含まれるよう記載してください
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⚫ 本項目では労働安全衛生法に定められたストレスチェック制度に準じないもの（例：こころの耳HPでのセルフチェック、Web
での個別のチェック等）は認められません。

50人未満の事業場におけるストレスチェックの実施

●ストレスチェック
➢ ストレスチェックは、50人以上の労働者を抱える事業場で労働
安全衛生法第66条の10に基づいて実施を義務付けられており、
50人未満の事業場の有無に関わらず、全ての事業場で法令に
則ったストレスチェックを実施している場合に認定基準を満たしま
す。

➢ 労働安全衛生法に定められたストレスチェック制度に準じない
もの（例：こころの耳HPでのセルフチェック、Webでの個別
のチェック等）は認められません。

※ストレスチェックの実施においては、個人情報の取り扱いに
十分留意することが必要です。
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⚫ 自法人の非喫煙者や外部の方も含めて利用する場所への喫煙場所の設置は要件を満たしませんので、ご注意ください。
⚫ 事務局による誓約事項に則った申請内容の追加的な確認において、受動喫煙対策が講じられていないケースが散見されま
す。

受動喫煙対策

●受動喫煙対策

➢ 受動喫煙対策の状況について記載ください。

➢ 事務局による誓約事項に則った申請内容の追加的な確認において、
受動喫煙対策が講じられていないケースが散見されます。

➢ 自法人の非喫煙者や外部の方も含めて利用する場所（自社内に設
けた自転車置き場の横や、一般の方が通行または利用する道路に面
した場所等）への喫煙場所の設置は要件を満たしませんので、ご注
意ください。
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⚫ ブライト500に申請する場合はQ33回答欄に「1」を記載ください。ブライト500・ネクストブライト1000に認定されるにあたって
はQ34にて選択肢１～３のいずれかを選択する必要があります。

⚫ ブライト500に申請して、1500位に入らなかった場合でも認定基準を満たしていれば、通常の健康経営優良法人として認定
されます。

ブライト500に認定されるには（申請書：Q33、34）

↑ブライト500・ネクストブライト1000の認定を希望する場合、「1」 と回答ください。
※記入していない場合は、健康経営優良法人2027（中小規模法人部門（ブライト500・ネクストブライト1000））
認定の対象になりません。

↑ブライト500・ネクストブライト1000の認定を希望する場合、１～３のいずれかと回答ください。
申請書の評価結果を公開されない場合、健康経営優良法人2027（中小規模法人部門（ブライト500・ネクストブライト
1000））認定の対象になりません。
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ブライト500に申請した法人に対しては、ブライト500申請法人中における自社の立ち位置を示したフィードバックシートをお送りし
ます。Q34の選択により公開される申請書の評価結果はフィードバックシートの1枚目（左図）となります。

（参考）令和8年度 健康経営優良法人申請書フィードバックシートの内容



Copyright (C) 2026 The Japan Research Institute, Limited. All Rights Reserved.33

⚫ アップロード前には申請内容記載票最下部のエラーメッセージや「認定基準適合書＆申請にあたって保存すべき資料」タブに
示される認定基準適合状況簡易評価を確認し、記載内容として抜け漏れがないかを確認ください。

アップロードの前の確認事項

●エラーメッセージについて
必ずご回答いただきたい設問に回答していない場合や、回答条件に
適合していない場合等については、赤字のエラーメッセージが出る場合
があります。
エラーメッセージが出たままでも申請書の提出は可能ですが、メッセー
ジをご確認のうえ、ご提出をお願いします。

「認定基準適合書＆申請にあたって保存すべき資料」タブ
●適合状況をご確認ください。ただし、簡易評価結果であり 健康経
営優良法人への認定を保証するものではありません。
➢ 回答漏れで不認定となった場合、再審査は行いません。
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⚫ 申請にあたって保存すべき資料例については「認定基準適合書&申請にあたって保存すべき資料」シートを参照ください。
また、認定事務局より提出を求められた場合には1週間以内の提出をお願いします。

申請時に用意すべき資料と提出期限

チェックした設問の選択肢内容を実施
していることを示せる資料の例
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申請締め切り

今年度のスケジュールは以下のとおりです。
回答・申請期間：2026年8月17日（月）～2026年10月16日（金）17時

回答締切は一切延長を受け付けません。

10月16日（金）17時締め切り
余裕をもった回答のアップロードをよろしくお願いいたします。

締め切り後、10月26日(月)中（回答締切の6営業日後）に
ご担当者メールアドレス宛にファイルの受領確認メールをお送りします。
メールが10月27日(木)になっても届かない場合はお問い合わせください。

2026年 2027年

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 ３月 …
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※フィードバックシートは健康経営優良法人2027（中小規模法人）ブライト500申請法人にのみ送付
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